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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第99期

第３四半期
連結累計期間

第100期
第３四半期
連結累計期間

第99期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2023年４月１日
至 2023年12月31日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (百万円) 2,132,440 2,056,315 3,007,204

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △223,146 278,893 △199,277

親会社株主に帰属する
四半期純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失(△)

(百万円) △230,393 196,304 △127,562

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △224,345 205,039 △138,823

純資産額 (百万円) 546,012 830,280 631,099

総資産額 (百万円) 5,117,414 5,304,778 5,211,914

１株当たり
四半期純利益金額又は
１株当たり
四半期(当期)純損失金額(△)

(円) △460.82 392.55 △255.14

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 9.1 14.1 10.5
 

 

回次
第99期

第３四半期
連結会計期間

第100期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

自 2023年10月１日
至 2023年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は１株当たり
四半期純損失金額（△）

(円) △188.06 81.80

 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　　　　しておりません。

２ １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期(当期)純損失金額の算定上、「役員報酬ＢＩＰ信託」

に係る信託口が保有する当社株式については、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

おります。

３ 第99期第３四半期連結累計期間及び第99期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第100

期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。

また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の新たな発生又は前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、緩やかに回復しております。個人消費は持ち直しており、

生産も持ち直しの兆しが見られます。一方、公共投資は底堅く推移しており、設備投資についても持ち直しの動き

に足踏みがみられます。

東北地域の景気は、持ち直しております。個人消費は回復しており、設備投資も製品の高付加価値化、省力化、

脱炭素化など、中長期的な目線に基づいた投資がみられ、増加しております。また、公共投資は、国土強靭化関連

工事や災害復旧工事により下げ止まっております。一方、住宅投資は弱い動きとなっており、生産も持ち直しの動

きに足踏みがみられます。

このような状況のなかで、当第３四半期連結累計期間の販売電力量の状況については、当社において、販売電力

量（小売）は、夏季の気温が高かったことにより冷房需要が増加したものの、産業用における稼動減や節電の影響

などにより減少したことや、販売電力量（卸売）はエリア外への卸売が減少したことなどから、販売電力量（全

体）は、564億kWh（前年同四半期比 5.0％減）となりました。

売上高は、高圧以上のお客さまなどの電気料金見直しによる増加などがあったものの、卸電力取引市場価格の低

下に伴う他社販売電力料の減少などにより、2兆563億円となり、前年同四半期に比べ、761億円（3.6％）の減収と

なりました。

経常利益については、燃料価格の低下による燃料費調整制度のタイムラグ影響が利益を大きく押し上げたことに

加え、電気料金見直しなどにより、前年同四半期に比べ、5,020億円増加し、2,788億円となりました。

また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同四半期に比べ、4,266億円増加し、1,963億円となりまし

た。

なお、当第３四半期連結累計期間における連結キャッシュ利益
※
は3,442億円となりました。

※東北電力グループ中長期ビジョン「よりそうnext」において「連結キャッシュ利益」を財務目標として設定して

おります。（2024年度に3,200億円以上を目標）

「連結キャッシュ利益」＝ 営業利益＋減価償却費＋核燃料減損額＋持分法投資損益

　（営業利益は、燃料費調整制度のタイムラグ影響を除く。）
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当第３四半期連結累計期間におけるセグメントの業績（セグメント間の内部取引消去前）は次のとおりでありま

す。

 

［発電・販売事業］

当社の販売電力量（小売）は、夏季の気温が高かったことにより冷房需要が増加したものの、産業用におけ

る稼動減や節電の影響などから、462億kWh（前年同四半期比 2.1％減）となりました。このうち、電灯需要

は、132億kWh（前年同四半期比 0.4％減）、電力需要は、330億kWh（前年同四半期比 2.8％減）となりまし

た。

また、販売電力量（卸売）は、エリア外への卸売が減少したことなどから、102億kWh（前年同四半期比

16.1％減）となりました。これにより、販売電力量（全体）は、564億kWh（前年同四半期比 5.0％減）となり

ました。

これに対応する供給については、引き続き原子力発電所の運転停止や渇水による水力発電電力量の減少が

あったものの、火力発電所の安定運転に努めたことなどにより供給力を確保しました。

収支面では、高圧以上のお客さまなどの電気料金見直しによる増加などにより、発電・販売事業全体の売上

高は、1兆6,690億円となり、前年同四半期に比べ615億円(3.8％)の増収となりました。

経常利益は、燃料価格の低下による燃料費調整制度のタイムラグ影響が利益を大きく押し上げたことに加

え、電気料金見直しなどから、前年同四半期に比べ4,615億円増加し、2,305億円となりました。

 
［送配電事業］

エリア電力需要は、省エネ・節電の影響や産業用における生産動向などにより、541億kWh（前年同四半期比

2.1％減）となりました。

売上高は、再生可能エネルギー電気卸供給の減少などにより、6,200億円となり、前年同四半期に比べ2,216

億円（26.3％）の減収となりました。

一方、経常利益は、需給調整市場取引での調達費用の減少などにより、481億円となり、前年同四半期に比べ

399億円（487.2％）の増益となりました。

 
［建設業］

売上高は、空調管工事や配電線工事が増加したことなどから、2,058億円となり、前年同四半期に比べ83億円

（4.2％）の増収となったものの、外注費の増加などから、経常利益は、17億円となり、前年同四半期に比べ22

億円（56.6％）の減益となりました。

 
［その他］

売上高は、情報通信事業における増加があったものの、ガス事業における減少などにより、1,726億円とな

り、前年同四半期に比べ２億円（0.2％）の減収、経常利益は、123億円となり、前年同四半期に比べ減益とな

りました。

 

(2) 財政状態

資産は、女川原子力発電所第２号機の安全対策工事などにより建設仮勘定が増加したことなどから、総資産

は928億円増加し、5兆3,047億円となりました。

負債は、有利子負債の減少に加え、支払債務が減少したことなどから1,063億円減少し、4兆4,744億円となりま

した。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上などから1,991億円増加し、8,302億円となりました。
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(3) 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

当四半期報告書提出日（2024年２月８日）現在において、新たに発生した当社企業グループ（当社及び連結子会

社）の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等はありません。

なお、以下の内容については、前事業年度の有価証券報告書に記載した対処すべき課題において、当事業年度の

第２四半期報告書で追加した内容のうち、当四半期報告書において見直しを行ったものであります。

また、本項の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものであります。

 
＜女川原子力発電所第２号機における安全対策工事完了時期の見直しについて＞

当社は、女川原子力発電所第２号機の安全対策工事について、2024年２月の工事完了を目指しておりました

が、現在実施している「火災防護対策工事
※
」の工期が、工事物量の増加により遅れる見通しとなりました。

このため、安全対策工事完了時期の精査を進めております。

火災防護対策工事については、昨年８月下旬から、電線管の耐火材ラッピング工事を中心に実施しております

が、他の安全対策工事で設置された設備や足場等により、作業エリアが狭い場所が多く、現場状況に応じた電線

管のルート変更を行いながら工事を進めてまいりました。

今般、電線管のルート変更や火災防護対策工事の完了に向けた確認作業に伴い増加した工事物量が確定し、こ

れにより火災防護対策工事の工期が遅れる見通しとなったことから、安全対策工事の完了時期を改めて精査して

いるところです。

現時点において、2024年２月を目指していた安全対策工事の完了時期については、数カ月程度の遅れを見込ん

でおります。

引き続き、安全確保を最優先に、安全対策工事の完了に向けて全力で取り組んでまいります。

　また、安全対策工事完了時期の見直しに伴い、発電機を並列して発電を開始する「再稼働時期」についても変

更となります。

 
※　火災防護対策工事

発電所内で万一火災が発生した場合に、火災発生箇所と同一の区画にある設備や電線管が損傷しないよう、断

熱材などの耐火材でラッピングするとともに、ラッピングによる重量の増加を踏まえ、必要に応じて耐震補強

を行うものです。

 
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社企業グループ（当社及び連結子会社）の研究開発費は40億円でありま

す。
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(5) 生産、受注及び販売の実績

当社企業グループ（当社及び連結子会社）の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であるため「生産実績」を定

義することが困難であります。また、建設業においては請負形態をとっており、「販売実績」という定義は実態に

そぐわないため、生産、受注及び販売の実績については、記載可能な情報を「(1) 業績の状況」においてセグメン

トの業績に関連付けて記載しております。

なお、当社個別の事業の状況は次のとおりであります。

 

① 供給力実績

種別
当第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
 至 2023年12月31日)

前年同四半期比(％)

自社発電電力量 (百万kWh) 40,860 97.8

水力発電電力量 (百万kWh) 5,434 91.1

火力発電電力量 (百万kWh) 34,963 98.9

原子力発電電力量 (百万kWh) ― ―

新エネルギー等発電等電力量 (百万kWh) 462 102.4

融通・他社受電電力量 (百万kWh)
23,125
△4,329

90.2
89.1

揚水発電所の揚水用電力量等 (百万kWh) △305 122.2

合計 (百万kWh) 59,351 95.3

出水率 (％) 85.1 ―
 

(注) １　供給力実績には、当第３四半期連結会計期間末日現在において未確定のインバランス等の電力量は含ま

れておりません。

２　融通・他社受電電力量には、連結子会社からの受電電力量(東北電力ネットワーク㈱ 4,479百万

kWh、酒田共同火力発電㈱ 2,791百万kWh、東北自然エネルギー㈱ 378百万kWh 他)、送電電力量(東

北電力ネットワーク㈱ 4,319百万kWh 他)を含んでおります。

３　融通・他社受電電力量の上段は受電電力量、下段は送電電力量を示しております。

４　揚水発電所の揚水用電力量等は、貯水池運営のための揚水用に使用する電力量及び自己託送の電力

量であります。

５　出水率は、1992年度から2021年度までの第３四半期の30ヶ年平均に対する比であります。

６　個々の数値の合計と合計欄の数値は、四捨五入の関係で一致しない場合があります。

 
② 販売実績

種別
当第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

前年同四半期比(％)

販売電力量(百万kWh)

電灯 13,172 99.6

電力 32,991 97.2

小売 計 46,163 97.9

卸売 10,199 83.9

合計 56,362 95.0
 

(注) １　小売には自社事業用電力量等（23百万kWh）を含んでおります。

２　卸売には特定融通等を含んでおります。

３　個々の数値の合計と合計欄の数値は、四捨五入の関係で一致しない場合があります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 502,882,585 502,882,585
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株であり
ます。

計 502,882,585 502,882,585 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年12月31日 ― 502,883 ― 251,441 ― 26,657
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、2023年12月31日現在の株主名簿の記載内容が

確認できないため、直前の基準日（2023年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,764,000
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 498,399,900
 

4,983,999 ―

単元未満株式 普通株式 2,718,685
 

― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 502,882,585 ― ―

総株主の議決権 ― 4,983,999 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,600株（議決権26個)

含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」の欄には、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有する株式が

1,017,100株（議決権10,171個)含まれております。

３　「単元未満株式」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式53株、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係

る信託口の株式68株及び当社所有の自己株式５株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2023年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式

総数に対する
所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)
東北電力株式会社

宮城県仙台市青葉区本町
一丁目７番１号

1,764,000 ― 1,764,000 0.35

計 ― 1,764,000 ― 1,764,000 0.35
 

(注) 「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有する当社株式1,017,100株は、上記の自己株式等には含まれて

おりません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)及び「電気事業会計規則」(昭和40年通商産業省令第57号)に準拠して作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(自 2023年10月１日　至

 2023年12月31日)及び第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日　至 2023年12月31日)に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部   

 固定資産 4,005,171 4,109,234

  電気事業固定資産 2,558,047 2,534,997

   水力発電設備 197,654 203,359

   汽力発電設備 430,835 412,497

   原子力発電設備 226,884 219,785

   送電設備 563,895 556,222

   変電設備 260,078 260,461

   配電設備 714,451 725,584

   業務設備 132,436 124,597

   その他の電気事業固定資産 31,812 32,489

  その他の固定資産 225,158 226,997

  固定資産仮勘定 578,012 696,586

   建設仮勘定及び除却仮勘定 522,209 642,615

   原子力廃止関連仮勘定 20,258 18,427

   使用済燃料再処理関連加工仮勘定 35,543 35,543

  核燃料 148,160 142,479

   装荷核燃料 30,591 30,591

   加工中等核燃料 117,569 111,887

  投資その他の資産 495,793 508,172

   長期投資 147,367 155,201

   退職給付に係る資産 6,528 5,725

   繰延税金資産 220,113 219,386

   その他 125,644 131,561

   貸倒引当金（貸方） △3,861 △3,702

 流動資産 1,206,742 1,195,544

  現金及び預金 506,752 454,797

  受取手形及び売掛金 263,578 262,440

  棚卸資産 136,823 127,341

  その他 300,535 351,836

  貸倒引当金（貸方） △945 △872

 合計 5,211,914 5,304,778
 

 

EDINET提出書類

東北電力株式会社(E04501)

四半期報告書

10/21



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

負債及び純資産の部   

 固定負債 3,467,390 3,446,196

  社債 1,575,700 1,610,700

  長期借入金 1,499,437 1,444,426

  災害復旧費用引当金 7,227 7,227

  退職給付に係る負債 163,259 155,185

  資産除去債務 179,135 188,624

  再評価に係る繰延税金負債 1,297 1,279

  その他 41,333 38,751

 流動負債 1,113,424 1,028,301

  1年以内に期限到来の固定負債 303,713 266,932

  支払手形及び買掛金 254,947 215,239

  未払税金 21,528 99,018

  諸前受金 276,088 275,349

  災害復旧費用引当金 6,320 2,355

  その他 250,825 169,405

 負債合計 4,580,815 4,474,498

 株主資本 555,227 750,171

  資本金 251,441 251,441

  資本剰余金 22,250 23,291

  利益剰余金 286,048 479,588

  自己株式 △4,512 △4,149

 その他の包括利益累計額 △6,239 57

  その他有価証券評価差額金 2,910 5,418

  繰延ヘッジ損益 697 2,026

  土地再評価差額金 △919 △937

  為替換算調整勘定 2,897 4,753

  退職給付に係る調整累計額 △11,824 △11,203

 非支配株主持分 82,111 80,051

 純資産合計 631,099 830,280

 合計 5,211,914 5,304,778
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

営業収益 2,132,440 2,056,315

 電気事業営業収益 1,929,307 1,857,352

 その他事業営業収益 203,132 198,963

営業費用 2,345,934 1,763,897

 電気事業営業費用 2,153,833 1,574,858

 その他事業営業費用 192,100 189,039

営業利益又は営業損失（△） △213,493 292,418

営業外収益 8,730 8,688

 受取配当金 595 728

 受取利息 238 457

 有価証券売却益 994 1,982

 持分法による投資利益 1,687 1,763

 その他 5,214 3,756

営業外費用 18,384 22,212

 支払利息 12,834 18,461

 その他 5,549 3,750

四半期経常収益合計 2,141,171 2,065,003

四半期経常費用合計 2,364,318 1,786,109

経常利益又は経常損失（△） △223,146 278,893

渇水準備金引当又は取崩し △79 －

 渇水準備引当金取崩し（貸方） △79 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△223,066 278,893

法人税、住民税及び事業税 5,172 81,502

法人税等調整額 △389 △1,212

法人税等合計 4,783 80,290

四半期純利益又は四半期純損失（△） △227,849 198,603

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,544 2,299

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△230,393 196,304
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △227,849 198,603

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,462 2,671

 繰延ヘッジ損益 1,082 1,214

 為替換算調整勘定 377 1,958

 退職給付に係る調整額 252 475

 持分法適用会社に対する持分相当額 329 116

 その他の包括利益合計 3,504 6,436

四半期包括利益 △224,345 205,039

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △227,049 202,619

 非支配株主に係る四半期包括利益 2,704 2,420
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【注記事項】

　(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

・ 税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

(1) 社債、借入金に対する保証債務

　
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

日本原燃㈱ 51,406百万円 48,675百万円

日本原子力発電㈱ 30,223百万円 42,085百万円

(同)八峰能代沖洋上風力 1,511百万円 1,511百万円

ギソン２パワーLLC 903百万円 958百万円

従業員(財形住宅融資) 0百万円 0百万円

計 84,045百万円 93,232百万円
 

 

(2) 取引の履行等に対する保証債務

　
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

ギソン２パワーLLC 1,728百万円 1,834百万円

スプリーム・エナジー・ランタ
ウ・デダップ

89百万円 95百万円

秋田洋上風力発電㈱ 　― 422百万円

計 1,817百万円 2,352百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
 至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
 至 2023年12月31日)

減価償却費 144,760百万円 143,024百万円
 

 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日　至 2022年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月28日
定時株主総会

普通株式 7,512 15.00 2022年３月31日 2022年６月29日 利益剰余金
 

(注)　2022年６月28日定時株主総会決議による配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有す

る当社株式に対する配当金15百万円が含まれております。

 
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後と

なるもの

　　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日　至 2023年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月31日
取締役会

普通株式 2,505 5.00 2023年9月30日 2023年11月30日 利益剰余金
 

(注)　2023年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有する当

社株式に対する配当金５百万円が含まれております。

 
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後と

なるもの

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日　至 2022年12月31日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

発電・
販売事業

送配電
事業

建設業 計

売上高         

 電灯・電力料 1,099,810 29,133 ― 1,128,943 ― 1,128,943 ― 1,128,943

 地帯間・他社販売電力料 341,699 361,210 ― 702,910 ― 702,910 ― 702,910

 託送収益 ― 71,527 ― 71,527 ― 71,527 ― 71,527

 建設工事 ― ― 102,228 102,228 243 102,471 ― 102,471

 その他 (注)４ 5,238 23,175 5,524 33,938 92,650 126,588 ― 126,588

 外部顧客への売上高 1,446,748 485,046 107,752 2,039,547 92,893 2,132,440 ― 2,132,440

セグメント間の内部
売上高又は振替高

160,779 356,676 89,814 607,271 80,042 687,313 △687,313 ―

計 1,607,528 841,723 197,567 2,646,819 172,935 2,819,754 △687,313 2,132,440

セグメント利益又は
損失(△)

△230,978 8,198 3,958 △218,821 12,370 △206,451 △16,695 △223,146
 

(注) １　その他には、ガス事業、情報通信事業、電力供給設備等の資機材の製造・販売などの事業を含んでおりま

す。

２　セグメント利益又は損失（△）の調整額△16,695百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常損失と調整を行っております。

４　顧客との契約から生じる収益以外の収益は重要性が乏しいため、「その他」に当該収益を含めて表示してお

ります。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日　至 2023年12月31日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

発電・
販売事業

送配電
事業

建設業 計

売上高         

 電灯・電力料 1,182,848 8,836 ― 1,191,685 ― 1,191,685 ― 1,191,685

 地帯間・他社販売電力料 267,924 168,555 ― 436,480 ― 436,480 ― 436,480

 託送収益 ― 61,463 ― 61,463 ― 61,463 ― 61,463

 建設工事 ― ― 106,183 106,183 245 106,428 ― 106,428

 その他 (注)４ 133,197 36,566 4,234 173,997 86,261 260,258 ― 260,258

 外部顧客への売上高 1,583,970 275,421 110,417 1,969,809 86,506 2,056,315 ― 2,056,315

セグメント間の内部
売上高又は振替高

85,090 344,620 95,464 525,175 86,143 611,318 △611,318 ―

計 1,669,061 620,042 205,882 2,494,985 172,649 2,667,634 △611,318 2,056,315

セグメント利益 230,533 48,144 1,717 280,395 12,309 292,704 △13,810 278,893
 

(注) １　その他には、ガス事業、情報通信事業、電力供給設備等の資機材の製造・販売などの事業を含んでおりま

す。

２　セグメント利益の調整額△13,810百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

４　「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」に基づき実施される「電気・ガス価格激変緩和対策事

業」により、国が定める値引き単価による電気料金の値引きを行っており、その原資として受領する補助金

に係る収益が、顧客との契約から生じる収益以外の収益として、発電・販売事業の「その他」に128,608百

万円、送配電事業の「その他」に1,100百万円、それぞれ含まれております。

なお、当該補助金以外の顧客との契約から生じる収益以外の収益に重要性が乏しいため、「その他」に顧客

との契約から生じる収益以外の収益を含めて表示しております。
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（収益認識関係）

 ・　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、（セグメント情報等）に記載のとおりであります。

 
（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項　　目
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

　　　 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり
 　　　四半期純損失金額(△)

△460.82円 392.55円

  　 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)
(百万円)

△230,393 196,304

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期
純利益金額又は親会社株主に帰属する四半期
純損失金額(△)(百万円)

△230,393 196,304

    　普通株式の期中平均株式数(千株) 499,966 500,074
 

（注）１ １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る

信託口が保有する当社株式については、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。なお、信託口が保有する期中平均自己株式数は、前第３四半期連結累計期間859千株、当第３四半期連

結累計期間910千株であります。

２ 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第３四半期連結累計期間の潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

第100期（自 2023年４月１日　至 2024年３月31日）中間配当については、2023年10月31日開催の取締役会におい

て、2023年９月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は質権者に対し、次のとおり中間配当を行う

ことを決議いたしました。

(1) 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,505百万円

(2) １株あたりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５円00銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　2023年11月30日

（注）配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金５百万円が含

     まれております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2024年２月８日

東北電力株式会社

取締役会　　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 志　村　 さ　や　か  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大　倉　　 克　俊  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 齋 藤    克 宏  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東北電力株

式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から

2023年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東北電力株式会社及び連結子会社の2023年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監

査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明

の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に

基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項

が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半

期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する

四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を

表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表

の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四

半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示

していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人

は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい

る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について

報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　上
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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